
 

防整技第４３３６号 

令和３年３月２２日 

 

各地方防衛局総務部長  

各地方防衛局調達部長  

帯 広 防 衛 支 局 長  

熊 本 防 衛 支 局 長  

名 護 防 衛 事 務 所 長  

 

整備計画局施設技術管理官 

（ 公 印 省 略 ） 
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標記について、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の試行について（防整施第

４３３２号。令和３年３月２２日）別紙「週休２日制工事（交替制）の試行実施要領」

の５及び７の整備計画局施設技術管理官の別に示す事項を別紙のとおり定め、令和３年

４月１日以降の入札公告を行う建設工事について適用することとしたので通知する。 

なお、週休２日制工事試行の拡大における工事費の補正、工事成績評定等について

（防整技第１０１９９号。令和元年１１月１８日）は令和３年３月３１日限りで廃止す

る。 
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別紙 

 

週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の試行における工事費の補正、 

工事成績評定等について 

 

 

１ 工事費の補正 

（１）積算方法（発注者指定型） 

ア 建築・設備工事 

当初の予定価格から、下表の労務費（工事費の積算に用いる複合単価、市場単価

及び物価資料の掲載価格（材工単価））の労務費）を補正し工事費を積算する。 

また、交通誘導警備員等の労務単価についても同様に補正する。 

なお、施工後の休日率の達成状況を確認し、４週８休に満たない場合は、当初補

正分を減額して請負代金額の変更を行うものとする。 

 

労務費 

（複合単価） 

市場単価等 

１．０５ 付紙 

 

イ 土木工事 

当初の予定価格から、下表の労務費等を補正し工事費を積算する。 

また、交通誘導警備員等の労務単価についても同様に補正する。 

なお、施工後の休日率の達成状況を確認し、４週８休に満たない場合は、当初

補正分を減額して請負代金額の変更を行うものとする。 

 

労務費 現場管理費率 

１．０５ １．０３ 

 

（２）積算方法（受注者希望型） 

ア 建築・設備工事 

受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実施を希望することを前提

に、当初の予定価格から、休日率２８．５％以上を満たした条件で補正する場合及

び工事完成時に休日率の達成状況を確認後、契約図書に示された下表に応じて、労

務費を補正し請負代金額の変更を行うものとものとする。交通誘導警備員等の労務

単価についても同様に補正する。 

なお、工事着手前に受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）を希望し

ない場合は、補正した労務費を請負代金額の変更により減額をする。また、工事の

積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）の労務費を

付紙のとおり補正するものとする。 



 

 

 

休日率の達成状況 労務費 備  考 

４週８休以上 １.０５ 休日率28.5％(8日/28日）以上 

４週７休以上 

８休未満 

１.０３ 休日率25.0％(7日/28日）以上28.5％

未満 

４週６休以上 

７休未満 

１.０１ 休日率21.4％(6日/28日）以上25.0％

未満 

 

イ 土木工事 

受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実施を希望することを前提

に、当初の予定価格から、休日率２８．５％以上を満たした条件で補正する場合及

び工事完成時に休日率の達成状況を確認後、契約図書に示された下表に応じて、労

務費を補正し請負代金額の変更を行うものとする。交通誘導警備員等の労務単価に

ついても同様に補正する。 

なお、工事着手前に受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）を希望し

ない場合は、補正した労務費を請負代金額の変更により減額をする。 

 

休日率の達成状況 労務費 現場管理費 備  考 

４週８休以上 １.０５ １.０３ 休日率28.5％(8日/28日）以上 

４週７休以上 

８休未満 

１.０３ １.０２ 休日率25.0％(7日/28日）以上

28.5％未満 

４週６休以上 

７休未満 

１.０１ １.０１ 休日率21.4％(6日/28日）以上

25.0％未満 

 

 

２ 工事成績評定 

週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）に取り組み、４週８休以上の休日確保を

達成できた場合は、工事成績評定要領について（防整技第７１６０号。２８．３．３

１）の施工体制及び施工状況について、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の

取り組み状況を適正に評価し加点するものとする。また、同要領「付紙第１」「属紙

第１－１考査項目別運用表（公共建築工事）」及び「付紙第５」「属紙第１－２考査

項目別運用表（土木工事）」の２.施工状況Ⅱ.工程管理その他については、評価対象

とし加点し、理由欄には「週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の達成」を記入

するものとする。 

なお、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）に取り組み、４週８休以上の休日

の確保を達成できなかった場合は、評価対象とするが、加点は行わないものとする。 

 

 

 



 

 

３ その他 

（１）工事特記仕様書への記載 

工事特記仕様書には、次の内容を記載するものとする。 

 

○１ 本工事は、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替して休暇を取得すること

により、週休２日を達成するよう工事を実施する「週休２日制工事（現場非閉所

型・交替制）（発注者指定型 又は 受注者希望型）」の試行対象工事である。 

 

２ 週休２日制工事の考え方 

（１）現場施工期間において、週休２日の休日確保を行ったと認められること（年末

年始６日間と夏季休暇３日間は除く。）。 

（２）現場施工期間には、工事着手日から工事完成日までの期間のうち、工場製作の

みの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくさ

れる期間などは含まない。 

（３）週休２日とは、現場施工期間内に現場に従事した現場代理人、技術者及び技能

労働者の平均休日日数の割合（以下「休日率」という。）が、４週８休以上

（28.5％（8日／28日）以上）の水準に達する状態をいう。 

なお、降雨、降雪等による予定外の休日についても、休日日数に含めるものと

する。 

 

３ 休日取得計画書 

受注者は、工事着手の１週間前までに、工事着手後３か月間内に現場に従事す

る現場代理人、技術者及び技能労働者の休日率が確認できる「休日取得計画書」

を作成・提出し、監督官の確認を得た上で、週休２日に取り組むものとする。ま

た、受注者は、工事施工時は３か月ごとに、今後３か月間の「休日取得計画書」

を監督官に提出するものとする。 

 

４ 休日取得実績報告書 

受注者は、毎月末「休日取得実績報告書」を作成し、現場施工期間内の休日率

を確認のうえ、翌月１０日までに監督官へ提出するものとする。また、工事完成

時は速やかに「休日取得実績報告書」を監督官に提出するものとする。 

   

 ５ 休日率の達成状況及び精査 

休日率の達成状況に応じ、請負代金額のうち労務費を補正し、請負代金額の変

更を行うものとする（労務費の補正分は現場説明書による。）。 

 

  ６ アンケート 

試行対象工事においては、週休２日（現場非閉所型・交替制）の達成状況や達

成できなかった場合の要因を把握するため、別途アンケート調査を行うので協力



 

 

 

（２）疑義等 

本通知に関する疑義等については、整備計画局施設技術管理官付（各技術班）と

協議するものとする。 

  

するものとする。（週休２日（現場非閉所型・交替制）の実施を希望しない受注

者については、希望しない理由を把握する。） 

 



 

 

付紙 

 

市場単価（建築・設備工事） 

 

市場単価及び物価資料の掲載価格（市場単価以外の材工単価）は、「営繕工事に

おける週休２日促進工事の実施に係る積算方法等の運用について」（国営積第４

号。令和２年６月２３日）により市場単価を補正する。 

  

 


